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Ⅰ．はじめに

　近年，長寿化の進行や家族形態の多様化に伴い，高齢
者や障害者の一人暮らし世帯やひとり親世帯が増加して
きている。さらには外国人や刑余者（刑務所退所者や仮
釈放者など）を地域で受け入れることへの難しさなど社
会的関心も高まってきている。しかし令和 3年度の国土
交通省調査1）によると，賃貸人（大家等）の 6～7 割は，
高齢者や障害者，外国人の入居への拒否感を持っている。
そのため，住宅確保要配慮者（以下，「要配慮者」とす
る）の民間賃貸住宅への円滑な入居の実現に向けて，入
居前の相談支援から入居中，そして退去時の相談・生活

支援までの切れ目のない支援体制の構築を図るために，
2024（令和 6）年に「住宅確保要配慮者に対する賃貸住
宅の供給の促進に関する法律等の一部を改正する法律」
（セーフティネット法の改正）及び「生活困窮者自立支援
法等の一部を改正する法律」が成立し，今後，住宅部局
と福祉部局の連携がより一層求められる状況となってい
る。
　このように法整備は進められているが，要配慮者と，
大家や不動産業者，居住支援法人など，要配慮者等（福
祉事業者も含む）に直接かかわりのある関係者（以下，
「関係者」とする）との間における関係構築のもと，要配
慮者は円滑な入居等の実現に至ることができるのだろう
か。
　岡部（2021：33）2）は，要配慮者への居住支援において，
関係者それぞれが感じる住まいの問題は多様であり，対
応が求められる緊急度にも温度差があることを指摘して
いる。そのため，「意識のずれを解消するには，同じ認識
を持てるようそれぞれの立場からみえることを率直に語
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り，互いの立場や各自ができることを認識することが大
切である」と述べている。そして互いの立場を尊重しつ
つ支援の方向性を統一できるツールとして，「居住支援に
かかわる手引き」（ハンドブックやガイドブック，事例集
など名称は様々である）が挙げられる。居住支援にかか
わる手引き（以下，「手引き」とする）を関係者間で作成
し共有することにより，関係者間の足並みが揃いやすく
なるため，要配慮者も支援の方向性で戸惑うことが少な
くなるものといえる。なお手引きは，都道府県や市区町
村，広域団体ごとで，地方公共団体や不動産関係団体，
居住支援団体などが連携して設立されている居住支援協
議会を中心に作成されていることが多い。
　しかしその一方で，手引きが作成されていない協議会
もあり，また作成されていたとしても，国などが公開し
ている手引きをそのまま利用している協議会もみられる。
手引きを作成する過程において，関係者間で，それぞれ
の抱えている思いや不安，不満などを共有したり，各自
の立ち位置や役割を理解したりすることにより，居住支
援への一体感も生まれやすくなり，それがひいてはネッ
トワークの強化にもつながる。さらに，大家や不動産業
者等の関係者向けと要配慮者等向けのそれぞれの手引き
を作成することで，双方の抱える思いや不安の理解，共
有にも寄与し，円滑な関係づくりや的確な支援の実現も
期待できる。
　ところで井上（2025）は，相談支援ではアセスメント
後，状況を整理して解決に向けた見立てを行うが，住ま
い相談の見立てには複数の段階があることを指摘してい
る。すなわち，住まいの背景には様々な生活上の問題が
横たわっており，住まい相談の入口の段階で，目の前の
要配慮者に対して住まいを扱うことがまずは適切かを見
立てる必要性を示している。さらに井上（2025：28）3）は
「（要配慮者の）生きづらさや身寄り問題は（中略）困窮
状態と高齢期が重なる人々が増えるなかで居住支援とは
切り離せないテーマになっているように思う。また，こ
の部分への支援には手間と時間もかかり，またそこに相
談援助の難しさがある」と述べ，この住まい相談の難し
さが関係者に上手く伝わっていないことを指摘している。
そして，不動産仲介の窓口で担える一般的な居住支援と
の整理をする際には大事な視点ではないかとも投げかけ
ている。したがって一口に「住まい相談」といっても，
要配慮者への相談にはより丁寧かつ慎重な対応が求めら
れるものといえ，関係者間で相談支援を含む居住支援の
意義に関する十分な周知が必要になる。
　以上の論点をふまえ，本研究では，わが国における居
住支援の主な経過と現状をふまえたうえで，全国で設立

されている居住支援協議会を調べ，公開されている居住
支援にかかわる手引きを確認し，その現状と課題を整理
する。なお，厚生労働省から提示されている「高齢者の
安心な住まいの確保に関する事業（地域支援事業）」4）内
の「支援の内容」の一つである「総合的・包括的な『住
まい支援』の実施」のうち「ア　入居前から入居後，退
居時まで対応する総合的な相談支援の実施」を相談支援
と定義し，相談支援の視点から整理する。

Ⅱ．居住支援に求められる相談支援

1．居住の不安定な人々の増加に対する背景
　わが国では，2000年代以降，世界的な経済不況や雇用
の流動化等の影響により，多くの人が仕事と同時に住ま
いを失い，ホームレス（野宿生活）註1）をはじめ，派遣労
働やネットカフェ難民の状態にある人々等が不安定な居
住状況にあることが社会問題として浮き彫りとなった。
この時期，不安定な働き方ゆえに居住権が侵害されやす
い環境で起居せざるを得ない，貧困と住居が関連した「ハ
ウジングプア」の問題が生じていることが指摘されてい
る。4）また，居住の不安定さについては，住まいの有無だ
けでなくいわゆる“グレーゾーン”，すなわち「屋根のな
い（野宿生活の）状態」（＝ルーフレス）に加えて，「屋
根はあるが家がない状態」（＝ハウスレス），「家はあるが
居住権が侵害されやすい状態」を含めてとらえる視点が
示された。
　さらに近年では，先の「Ⅰ．はじめに」でも示したよ
うに，低額所得者をはじめ，高齢者や障害者等の入居に
対し，賃貸人（大家等）の一定割合が拒否感を有してい
ることが国土交通省による調査結果からも明らかになっ
ている。例えば，高齢者の場合，高齢者単身世帯が増加
する傾向にあり，今後，入居へのニーズがさらに高まる
と見込まれる賃貸住宅においては，居室内での死亡事故
等に対する不安などを理由に入居を拒否されるなど住宅
確保に配慮の必要な状況が報告されている。

2．居住の安定を確保するための法制度の整備
　居住の不安定さをめぐる問題が深刻化し，居住支援の
必要性について社会的関心が高まる中，居住の安定を確
保するための法制度の整備が進められてきた。2006（平
成 18）年に成立・施行された「住生活基本法」では，戦
後の住宅政策における“量から質”への取り組みの転換
を図り，国民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関
する施策を推進するうえでの四つの基本理念を定めてい
る。その一つに，第6条（居住の安定の確保）では，「住
宅が国民の健康で文化的な生活にとって不可欠な基盤で
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あることにかんがみ，低額所得者，被災者，高齢者，子
どもを育成する家庭その他住宅の確保に特に配慮を要す
る者の居住の安定の確保が図られることを旨として，行
われなければならない」と規定されている。この基本理
念のもと，2007（平成 19）年に公布・施行された「住宅
確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法
律（以下，「住宅セーフティネット法」とする）では，住
宅確保要配慮者への居住支援の取り組みとして，関係す
る組織や団体の設置，それぞれが担う支援の内容や方法
をより具体的に規定しており，今日のわが国における居
住支援の取り組みを展開するうえでの根拠法の一つとな
っている。

3．住宅セーフティネット法に基づく支援体制
　住宅セーフティネット法において，その目的は，「住宅
確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する施
策を総合的かつ効果的に推進し，もって国民生活の安定
向上と社会福祉の増進に寄与すること」（第1条より一部
抜粋）である。ここでいう「住宅確保要配慮者」とは，
生活の維持が困難な低額所得者，被災者，高齢者，障害
者，子育て世帯（18 歳未満の子どもがいる世帯），住宅
の確保に特に配慮を要する者として国土交通省令で定め
る者（外国人，地方公共団体が供給促進計画を定める者。
例えば，新婚世帯，児童養護施設退所者など註2））である
（第 2条）。本法では，国及び地方公共団体が，住宅確保
要配慮者に対する賃貸住宅の供給を促進するため，公的
賃貸住宅の供給や民間賃貸住宅に円滑に入居できるよう
に必要な施策を実施することや，民間賃貸住宅を賃貸す
る事業を行う者は施策に協力することなどを定めている
（第 83・84 条）。
　さらに本法では，要配慮者が民間賃貸住宅への入居に
際して，必要な情報を得たり，福祉サービスの利用に関
する相談などによって円滑な入居の促進等を図るため，
地方公共団体（住宅部局・福祉部局）は不動産関係団体，
居住支援活動を行う団体，社会福祉協議会などが必要な
取り組みについて協議する住宅確保要配慮者居住支援協
議会を置くよう努めなければならないとしている（第81
条）。
　なお，居住支援協議会の主な活動内容は，表１のとお
りである。
　現在，全都道府県において居住支援協議会が設立され
ており，住宅確保要配慮者への支援をめぐる様々な方策
の検討や取り組みを行っている。

4．居住支援に求められる相談支援
　先で述べたように，居住支援とは，住宅確保が困難な
状況にある人々が住み慣れた地域で安心して生活するこ
とができるよう，適切な賃貸住宅に入居し，入居後の生
活に必要な援助や福祉サービスを受けられるように支援
することであり，その取り組みにおいては，公と民間と
の連携による支援体制づくりが必要とされている。
　2017（平成 29）年に改正施行された住宅セーフティネ
ット法では，連帯保証人や緊急時の連絡体制の必要性，
住宅確保要配慮者への生活支援の高まりなどを背景に，
入居後の支援体制の見直しを図っている。先述した居住
支援法人註3）はこの法改正によって新たに規定されたもの
であり，居住支援を行う法人として都道府県が指定する
ものとされている（第 59 条）。居住支援法人の主な支援
内容は，2024（令和 6）年公布の改正住宅セーフティネ
ット法で規定された残置物処理等を含めて，次のような
ものとなっている（表２）。

　居住支援法人はこれらすべての業務を行わなければな
らないものではなく，各法人によって異なる支援サービ
スの内容が展開されている。また，居住支援法人に指定
される法人には，NPO法人，一般社団法人，一般財団法
人 （公益社団法人・財団法人を含む），社会福祉法人 ，居
住支援を目的とする会社などがあるため，その団体の特
性や専門性には違いがある。
　そして 2024（令和 6）年の改正住宅セーフティネット
法では，全国で居住支援法人をはじめとした地域の居住
支援の担い手が増加していることをふまえ，以下の見直

表 2　居住支援法人の主な支援内容

・登録住宅の入居者への家賃債務保証
・賃貸住宅への円滑な入居に係る情報提供・相談
・見守りなど要配慮者への生活支援
・賃貸人への賃貸住宅の供給の促進に関する情報提供
・残置物処理等（モデル契約条項を活用して実施）
・上記に附帯する業務

（出典：国土交通省「居住支援法人制度の概要」6）より抜粋）

表 1　居住支援協議会の主な活動内容

・メンバー間の意見・情報交換
・要配慮者向けの民間賃貸住宅等の情報発信、紹介・斡旋
・ 住宅相談サービスの実施（住宅相談会の開催、住宅相談員
の配置等）
・家賃債務保証制度、安否確認サービス等の紹介
・賃貸人や要配慮者を対象とした講演会等の開催

（出典：国土交通省「居住支援協議会の概要」5）より抜粋）
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しが進められている（表３）。
　特に２については，居住安定援助賃貸住宅（居住サポ
ート住宅）の認定制度が創設され，居住支援法人等が，
要配慮者のニーズに応じて，安否確認や見守りを行った
り，専門的な支援を必要とする場合には適切な福祉サー
ビスへのつなぎを行うことが期待されている。
　また３については，市区町村による居住支援協議会の
設置を推進し，住まいに関する相談窓口から入居前・入
居中・退居時の支援まで，住宅と福祉の関係者が連携し
た地域における総合的・包括的な居住支援体制の整備が
進められている。なお，住宅確保要配慮者の入居支援や
入居後の居住継続支援は，いずれも要配慮者の状況をよ
く理解したうえで個々のケースに応じた対応を要するも
のである。したがって，要配慮者の状況把握やニーズに
応じて社会資源を活用した支援の展開が求められており，
相談員の相談支援に必要な能力やスキルの有無が要配慮
者に提供する支援サービスの質により一層影響する状況
となっている。

Ⅲ．居住支援にかかわる手引きの現状と課題

1．手引きの抽出と倫理的配慮
　国土交通省のホームページ8）によると，居住支援協議
会は，2025年 6月 30日時点で，各都道府県や市区町村，
広域団体として 163 協議会が設置されている。なかには
複数の市町村から構成されている広域団体による居住支
援協議会もみられる。
　ここでは，163 協議会のうちホームページ等で居住支
援にかかわる手引き（マニュアルやハンドブックなども
含む）を公開している78協議会を対象に，公開されてい
る手引きに着目する。公開されている手引きのうち相談
支援に関わる内容を中心に抽出し，その現状や課題を整
理する。なお，相談支援にかかわる内容が重複している
場合には，より多くの内容が示されている協議会を中心
に掲載している。したがって本研究では，78協議会のう
ち 23 協議会を取り上げている。

　本研究は，「一般社団法人日本社会福祉学会研究倫理
規程」および「日本社会福祉学会研究倫理規程にもとづ
く研究ガイドライン」を遵守し，都道府県名や市区町村
名などの固有名詞は（A）・（B）・（C）…で表記する。な
お，都道府県名や市区町村名などが重複する場合には，
同じアルファベットで表記している。また利益相反関係
による問題が生じる可能性はない。

2．手引きの現状
1）対象別の手引きについて
　大家や不動産業者等，要配慮者にかかわる関係者向け
の手引きと要配慮者（福祉事業者も含む）向けの手引き
が作成されている。
　いずれの手引きにおいても，住宅確保要配慮者の定義
をはじめ，関係機関相談窓口の紹介や居住支援法人の一
覧掲載，経済的支援の説明から構成されていることが多
い。また関係者向けの手引きでは住宅セーフティネット
制度の説明が含まれている手引きもみられる。
　例えば，（A）では，居住支援法人一覧として，各法人
の支援可能な対象者に加え，入居前と入居後，その他の
それぞれの支援可否が表にまとめられている。また（B）
では，住宅セーフティネット制度として，セーフティネ
ット住宅の登録制度や登録住宅の改修・入居への経済的
支援，要配慮者のマッチング・入居支援が紹介されてい
る。

2） 要配慮者への入居前から入居時までの対応（住宅確保
の支援）と入居後の対応（生活支援）について

　関係者向けの手引きや要配慮者等（福祉事業者も含む）
向けの手引きでは，住宅確保の支援としてサービスや制
度の紹介，手続きへの支援，生活支援として安否確認や
見守りなどの支援が主な内容として紹介されている。
　例えば，（C）では，いずれの手引きにおいても，入居
者の保証人がいない場合や入居後の家賃滞納が不安な場
合への対応に，家賃債務保証制度が紹介されている。ま
た要配慮者等の手引きとして（D）では，急な体調変化
や病気で倒れた場合への対応に，緊急通報装置の設置や
定期的な電話やメールによる安否確認の支援が紹介され
ている。
　なお関係者向けの手引きでは，入居中の死亡事故およ
び原状回復への対応としてサービスや制度の紹介，原状
回復ルールの明確化，終活相談などが主な内容として紹
介されていることもある。
　例えば，（E）では，入居中の死亡事故や原状回復等へ
の対応として，死亡事故に備えた家財・残置物の整理や

表 3　改正住宅セーフティネット法の見直しの主な内容

1． 大家と要配慮者のいずれもが安心して利用できる市場環境
の整備

2． 居住支援法人等（居住支援法人以外の社会福祉法人・NPO 
法人・管理会社なども可能）が入居中サポートを行う賃貸
住宅の供給促進

3．住宅施策と福祉施策が連携した地域の居住支援体制の強化

（ 出典：国土交通省住宅局「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅
の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法）等の一
部を改正する法律等について」7）より抜粋）
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葬儀代行サービスの案内，原状回復費用を保障する家賃
債務保証制度の紹介，契約時に原状回復に関するルール
の取り決めの重要性が掲載されている。また（D）では，
人生の終わりに向けての事前準備として終活に関する相
談窓口が設置されている。

3）要配慮者の状況理解や手続きの進め方について
　関係者向けの手引きでは，要配慮者の状況理解や手続
きの進め方を手助けするための様々なツールや書面が準
備されていることもある。また要配慮者等向けの手引き
では，要配慮者による円滑な入居や生活の実現に寄与で
きるチェックリストや手続きの進め方を手助けするため
の書面も紹介されていることがある。
　例えば，関係者向けの手引きとして（F）では，要配
慮者の基本情報（氏名や年齢に加え，ジェノグラムで示
す家族構成や連帯保証人の有無，収入など）や疾病・介
護・障害の状況，医療・支援機関の連絡先などを記載す
る入居相談支援シートのフォーマットとその記載例が紹
介されている。また本シートに記載する個人情報の取り
扱いについて，関係者が情報共有目的以外では使用しな
いことや，要配慮者にも具体的な情報共有先を可能な限
り説明した後に，要配慮者に本シート内の同意署名欄へ
署名してもらうようになっている。さらに（G）では，連
帯保証人や緊急連絡先の引き受けにかかわるお願いに関
する書面も紹介されている。一方の要配慮者等向けの手
引きとして（C）では，要配慮者（福祉事業者等も含む）
が入居日までに行わなければならない項目が並んでいる
チェックリストや居住ルールのチェックリストなどが掲
載されている。他にも（H）では，不動産業者と家を探
す際のコミュニケーションに必要になることからも，要
配慮者が自身の状況を整理できるチェックシートが掲載
されている。また（G）では，住まい見学時に確認して
おくべきポイントのチェックシート項目例が紹介されて
おり，住まいそのものだけでなく，その周辺環境のチェ
ック項目例も示されており，入居後のミスマッチ防止に
つながるものといえる。一方，連帯保証人や緊急連絡先
の引き受けをお願いされた人たちが漠然とした不安から
そのお願いを断られないようにするために，連帯保証人
や緊急連絡先の引き受けにかかわるお願いに関する書面
も紹介されている。
　このように，要配慮者の置かれている状況を理解する
ために聞きもらしのないような工夫や要配慮者の個人情
報の取り扱いに対する丁寧な対応は，要配慮者と関係者
との間の信頼関係の構築につながる。また要配慮者の中
には自分の置かれている状況理解のしづらさや，住まい

や連帯保証人等を見つけるうえで冷静に対応できるため
にも様々な手段の活用が求められる。

4）要配慮者への配慮について
　関係者向けの手引きでは，相談や手続きの流れについ
てフローチャートは示されているが，その過程における
要配慮者の抱える思いや関わり方，配慮内容については
一部の手引きを除き，掲載されていないことからも，大
家や不動産業者等が要配慮者以外の入居希望者と同じよ
うな対応になりやすいものといえる。
　例えば，要配慮者への配慮として（I）では，フローチ
ャートによる相談支援の流れに加え，相談票とその記載
例，各項目について記載が必要な理由などがわかりやす
く掲載されている。また（J）では，インテークやアセス
メントについてふれられている。さらに（K）も，相談
票をもとに要配慮者への相談に応じるようになっている。
一方，（B）では，入居後支援で活用する入居者情報あん
しんシート（大家や不動産業者等が要配慮者に記入して
もらう）を用いて，円滑な情報共有の構築を行うように
なっており，また要配慮者は弱い立場であるため，十分
に配慮しながら聞き取るように記載されている。そして
（L）では，大家が近所からの苦情を要配慮者へ伝える際
にトラブルにならないようにするために，要配慮者への
伝え方の配慮内容が掲載されている。
　このように，相談支援の流れの中で様々な手段を用い
て要配慮者への理解に努めたり，要配慮者への関わり方
における配慮内容などが示されている。

5）事例提供について
　関係者向けの手引きでは，各対象者の困りごとの事例
と課題，対応策がセットで紹介されていることもある。
それにより，大家や不動産業者等も課題を整理すること
ができ，また対応に向けた行動に移しやすいものといえ
る。
　例えば，（E）や（I）では，高齢者や障害者，低額所得
者の事例紹介とそこから抽出された課題，それに対する
対応内容が紹介されている。また（M）では，複数の事
例について，入居支援前の状況，そこから見えてきた課
題と支援策についてイラストも交えた構成で掲載されて
いる。さらに（N）では，大家や不動産業者の困りごと
や不安とそれに対する対応策，活用できる社会資源など
がセットで紹介されている（入居者死亡時の主な対応フ
ローも掲載されている）。一方，（O）では，要配慮者へ
の居住支援相談事例集を作成しており，高齢者や障害者，
ひとり親，外国人，DV被害者，刑務所出所者などの事
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例に実際に関わった居住支援法人担当者からの聞き取り
をもとに，相談支援のポイントが紹介されている（各事
例内容のあとに用語や制度の説明も掲載されている）。
（P）も大家や不動産業者向けの対応事例集を作成してお
り，孤独死のおそれや衛生面の心配，家賃滞納などの事
例とその対応，対応によるその後の様々な効果が掲載さ
れている。

6）多様な要配慮者への手引きについて
　要配慮者等向けの手引きでは，日本語以外の様々な言
語に翻訳されていたり，漢字にふりがながうたれていた
り，関係者向けの手引きでは，多言語に対応できる相談
窓口が紹介されていることもある。
　例えば，要配慮者等向けの手引きとして（Q）では，漢
字にふりがながうたれている「やさしい日本語」に加
え，英語，中国語，タガログ語，ベトナム語，タイ語，
インドネシア語，ネパール語による手引きが作成されて
いる。また（R）でも，漢字にふりがながうたれている
手引きに加え，スペイン語，ポルトガル語，タガログ語，
ベトナム語による手引きが作成されている。一方の関係
者向けの手引きとして（N）や（B）では，要配慮者から
の相談について多言語に対応できる相談機関の窓口が掲
載されている。さらに（N）では「外国語版家庭ごみの
出し方マニュアル」を英語，中国語，韓国語，ポルトガ
ル語，ベトナム語で作成されている。また（S）では，外
国人が契約締結する際の通訳者派遣（無料）のサービス
（英語や中国語，韓国語，スペイン語，ポルトガル語，ベ
トナム語など）が掲載されている。

7）その他
　国土交通省や公益社団法人全国賃貸住宅経営者協会連
合会から公開されている手引きをそのまま活用している
協議会も一部みられたが，掲載内容の検討と選定，レイ
アウトの工夫なども駆使し，関係者向けと要配慮者向け
それぞれの手引きを丁寧に作成されている協議会も複数
みられた。なかには定期的に内容を更新している協議会
（I）（R）や，関係者へのアンケート結果をもとに要配慮
者への入居制限の理由を抽出し，その理由に伴う様々な
不安を軽減できる支援を説明している協議会（F）の手
引きもみられた。

8）まとめ
　学識経験者や居住支援団体，不動産関係団体，地方自
治体等を構成員とする「住宅確保要配慮者に対する居住
支援機能等のあり方に関する検討会」（2024：9）9）による

と，「対象者の属性を問わない居住支援を実施するために
は，一人一人の様々な状況・課題に合わせた専門的な支
援や地域のインフォーマルサービスとの連携が重要であ
るため，必要な支援を適切にコーディネートするための
体制を検討する必要がある」と述べている。
　しかし要配慮者は，そもそも通常の賃貸契約の流れで
は住居を確保することが困難な状況にあり，賃貸契約を
困難とするいくつかの課題を抱えている（武田，2023）。
そして類似事例が積み重なると，対象者全体をリスクの
ある対象として一括りにとらえられがちであるが，関係
者には個別化の視点の重要性を武田は訴えている。その
ため，事例と課題，対応策がセットになった事例提供も
支援の方向性を検討するうえでは有効である一方で，各
事例に当てはめて考えてしまう姿勢になりやすいことか
らも，個別化の視点を見失いやすくなるおそれもある。
したがって，要配慮者の状況を理解するための様々なツ
ールを活用したり，ツールをもとに聞き取りを行う際に
も，一人ひとりの置かれている状況を判断したうえで聞
き取りを行う必要が求められる。加えて，要配慮者自身
にも自らの置かれている状況の情報を提供してもらうこ
とも大切になるが，洪（2022：20）10）は居住支援にかかわ
る団体へのインタビュー調査を通して，「自ら SOSが発
信できない人」「自分のニーズを自覚していない人」「情
報不足のため支援につながらなかった人」など要配慮者
のニーズを挙げている。ここから，要配慮者自らが自身
の情報を記入したり，あるいは答えてもらうようなチェ
ックリストやチェックシートは有効な手段になる。
　また昨今は外国人も要配慮者の一つに含まれるように
なり，言語の壁が情報収集の妨げにならないように，様々
な言語に翻訳された手引きも一部の協議会ではみられる。
今後も日本各地で外国人の住民が一定数，暮らすことに
なれば，翻訳された手引きのニーズが高まるものといえ
る。なお志村ら（2025：153）11）は，要配慮者が「住む権
利がある人」として自己の存在を認めるという自己承認
と，要配慮者と関係者の間，関係者間，地域住民同士の
間で相互承認が育まれることが積み重なることにより，
要配慮者に自信や自己肯定感をもたらし，レジリエンス
の向上にもつながることを述べている。さらには，住民
同士の理解を深め，共感を生むきっかけにもなり，地域
全体の寛容さを育む要素になることも示している。この
ような視点からいえば，外国人と周囲の住民との間にも
互いの言語や文化を理解し合える機会を定期的にもつこ
とにより，相互承認の一歩になるものと推察できる。な
お（R）では，近隣との円滑な関係構築のために日本で
生活をおくるうえでのポイントについて紹介されており，
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先の「6）多様な要配慮者への手引きについて」でも示し
た，（N）による外国人向けの家庭ごみの出し方へのマニ
ュアル作成は，近隣とのトラブル緩和や解消につながる
ことからも，社会的排除を防ぐための手引きとして位置
づけられるものといえる。

3．手引きの課題
1）要配慮者等向けの手引きについて
　公開されている手引きを概観すると，大家や不動産業
者等，要配慮者にかかわる関係者向けの手引きのみ作成
されている協議会が複数みられたが，円滑な入居実現を
視野に入れると，要配慮者等向けの手引きも作成するこ
とがのぞましいものといえる。
　例えば，要配慮者等向けの手引きとして（T）では，大
家等が不安に感じることや大家等との良好な関係を築
くためのアドバイスなどが掲載されている。また（U）で
は，居住支援法人による物件選びへの見学同行や入居後
の困りごとへの相談対応などの案内が明記されている。
さらに（G）では，手引きの名称に「円滑化」が含まれ
ていることもあり，大家の抱えている思いや不安，大家
等とうまくつきあっていくためのポイントが紹介されて
いる。加えて大家の立ち位置や役割を要配慮者等に理解
してもらうためにも，大家による賃貸住宅への要配慮者
の受け入れはボランティアではないことや，大家と不動
産業者それぞれの役割の違いなどもわかりやすくまとめ
られており，要配慮者等が関係者と円滑に関わることが
できることに寄与できるものといえる。

2）要配慮者の円滑かつ安全な入居実現について
　先の「2．手引きの現状」の中においても，要配慮者へ
の様々な配慮を紹介したが，その配慮への具体性も検討
することにより，要配慮者の円滑かつ安全な入居実現に
より近づくものといえる。したがって関係者向けの手引
きでは，要配慮者の円滑かつ安全な入居実現のために，
大家や不動産会社等，関係者による要配慮者への取り組
みに関する留意点も盛り込むことが求められる。
　例えば，（Q）では，「年齢や障害の有無で判断するの
ではなく，その方個人を捉えてください」といった社会
福祉の原理に近い内容が記載されている。また（F）で
は，要配慮者の「見守り」や「つながり」も支援の一つ
として紹介されていたり，要配慮者だけでなく，周囲の
環境にも目を向ける必要性も記載されている。さらに（L）
では，合理的配慮への理解を促す内容についてふれられ
ている。加えて（V）では，要配慮者を観察する際のポ
イント例がイラストでわかりやすく示されているため，

関係者が要配慮者の状況をイメージしやすくなっている。
最後に（K）では，大家に協力いただきたいこととして，
要配慮者との日頃からのコミュニケーションをはじめ，
要配慮者と周囲の住民とのコミュニティづくり，必要に
応じて要配慮者へ支援窓口の紹介などの内容が盛り込ま
れている。
　一方の（Q）や（H）では，要配慮者がそもそも本当に
転居が必要なのかについて，よくある相談とその解決方
法に加え，家族の理解・協力度，転居後の生活イメージ
に対する要配慮者の理解度，安易に住まい探しをしない
ように住まい探しの現実など，要配慮者からの主訴にそ
のまま応じるのではなく，相談場面で必要となる要配慮
者のニーズを抽出し整理する視点も記載されている。他
にも（G）では，要配慮者等からの問い合わせや内覧・
案内の際に，大家等が必ず聞き取りしておいたほうがよ
いことが紹介されている。加えて再掲になるが（O）で
は，実際に要配慮者に関わった居住支援法人担当者から
の聞き取りをもとに相談支援のポイントがまとめられて
いる。例えば，要配慮者の抱える思いや不安に傾聴する
ことにより，要配慮者が自らの不安を解消し，その結果，
転居の必要性がなくなった事例も紹介されており，「転居
しない」ことも居住支援の一つであることも掲載されて
いる。
　このように，一般的な居住支援で必要となる視点に加
え，要配慮者の円滑かつ安全な入居実現に向けた配慮の
必要性と配慮のポイントが手引きの中に具体的に示され
ていると，関係者も要配慮者との良好な関係性を築きや
すくなるものといえ，それがひいては的確な支援の実現
にもつながる。

3）関係者の不安・負担軽減について
　複合的な課題を抱える要配慮者もみられることから，
大家や不動産業者等，要配慮者と直接かかわる可能性の
ある関係者が要配慮者への対応に伴う不安や負担につい
て抱え込まないようにすることも大切である。したがっ
て関係者向けの手引きとして，様々な機関との連携に関
するメリットや負担軽減となる視点を盛り込むことが求
められる。
　例えば，（P）では，関係者向けに作成された対応事例
集の中で，大家等が不安にならないように，様々な機関
と連携することによるメリットも掲載されている。同様
に（W）でも，要配慮者や大家等，居住支援団体などの
困りごとが居住支援協議会を経て解決に至っている様子
が図示化されている。また（L）では，要配慮者との関
わりに対する大家や不動産業者からの体験談も盛り込ま
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れており，大家等にとって安心を感じられる内容になっ
ている。さらに（Q）では，「一緒に解決しましょう」と
いった大家や不動産業者に寄り添うような文言も添えら
れているだけでなく，お互いの得意分野を理解し不得意
な分野を補いながら，連携してサポートする体制を目指
しているといった，矢印が一方通行ではなく，双方向に
なっている支援体制の図を示しており，大家や不動産業
者の周囲にも様々な支援機関があることも図示化されて
いる。
　先の「2）要配慮者の円滑かつ安全な入居実現につい
て」でも述べたように，要配慮者への居住支援は，一般
的な居住支援で必要となる視点に加え，要配慮者の円滑
かつ安全な入居実現に向けた多様な配慮も求められるこ
とが多く，関係者も不安や負担を感じやすい。したがっ
て，取り組むメリットや負担軽減につながる明確なメッ
セージが手引きの中により求められるものといえる。

4）まとめ
　大家や不動産業者等，要配慮者と直接かかわる可能性
のある関係者が，要配慮者とかかわることや住居を提供
することに不安があることは様々な調査結果からも明ら
かになっていることから，その不安軽減につながるよう
な工夫が求められる。志村ら（2025：152）12）も，「貸し手
側の拒否的感情の背景や求める支援策を理解し，彼らが
現実に抱える不安や困難の軽減を図るアプローチが重要
である」と述べている。そのため，関係者が必要以上の
不安がもたらされないように，安心感のある配慮や工夫
を取り入れた手引きも一部みられるが，今後，関係者の
思いに寄り添った手引きの作成がより一層求められるも
のといえる。したがって，既に取り組み掲載されている
手引きもみられるが，関係者からの聞き取りをもとに，
関係者が前向きな気持ちかつ的確に対応できるような手
引きが今後も引き続き待たれるところである。
　また要配慮者は「一人のひと」として生活を営む権利
を有するため，相談支援を含む居住支援という観点から
いえば，関係者は要配慮者を「やっかいな存在」という
とらえ方ではなく，「主体性のある存在」としてとらえる
ことが大切である。岡部（2023：18）13）も「人間らしい住
宅への要求とは自らの尊厳を自覚し，自らの人生を主体
的に生きることを目指すことともいえる」と述べ，これ
こそが，居住支援に携わる者が要配慮者には最終的にこ
うあってほしいという姿であることも付け加えている。
さらには「支援者にはクライエントを力をもつ存在と認
識し，エンパワメントの視点や姿勢が不可欠である」と
も指摘している。そのため，関係者は複合的なニーズを

抱える要配慮者への相談を実践する際に，要配慮者一人
ひとりの生活を支える視点で，関係機関とも連携を図り
ながら，丁寧に支援を展開することが求められる。この
ような手続きの結果，関係者と要配慮者間の信頼関係構
築にもつながるものといえる。
　一方で，要配慮者等も関係者の抱える思いや不安の理
解に努めることが，円滑な関係づくりにつながる。その
ため，要配慮者等（要配慮者だけでなく，要配慮者を支
援している福祉事業者も含む）向けの手引きを積極的に
作成することも必要になってくるものといえる。

Ⅳ．おわりに

　本研究では，公開されている居住支援にかかわる手引
きをもとに，その現状と課題を相談支援の視点から整理
してきた。
　要配慮者はこれまでの生活歴の中で様々な生きづらさ
を抱える経験をしながら生き抜いてきた場合も多く，あ
るいは疾病や障害，心身の状況によっては，自身の置か
れている状況を理解しづらい場合もみられる。そのため，
関係者は要配慮者の本心や問題の本質にたどりつくまで
には時間もかかる可能性が高い。また複合的なニーズを
抱えている場合もあるため，要配慮者に一人で対応する
ことには限界のある場合もみられる。
　したがって関係者は，要配慮者だけでなく，要配慮者
を取りまく環境（関係機関や近隣住民も含む）にも着目
し，関係機関や近隣住民とも日頃からの関係づくりを大
切にしながら良好な関係構築に努めることが求められる。
それは連携という名のもとで周囲の力を頼りやすくなる
ものといえる。そしてこのような日頃からの関係づくり
やネットワークが要配慮者の権利擁護にもつながる。
　他にも，要配慮者の権利擁護や関係者の不安・負担軽
減でいえば，居住支援協議会は，協議会内の構成員とも
定期的に対話を図るような機会をもうけることに努め，
そこから得られた知見を用いて，足並みを揃えられるよ
うな手引きの作成や内容の更新あるいは見直しを行うこ
とも有効な方法である。さらには勉強会などを通して，
要配慮者の声なき声に敏感になることも求められる。
　関係者は，相談支援を含む居住支援において，要配慮
者とのやり取りといったミクロレベルにとどまらず，要
配慮者や関係者も含めた地域のあり方にも影響するもの
であるメゾレベル，さらには各地の様々な事例の蓄積を
国が把握に努め，必要に応じて施策にも反映できるよう
なマクロレベルの視点も意識しながら日々の活動にあた
るダイナミックな視点や意識を持つことが重要になる。
また相談支援やネットワークを含む居住支援の質は，地



令和 8年 2月（2026 年） 37

域の暮らしやすさや安全性を代表する指標の一つともい
える。このような視点を要配慮者等や関係者間で共有す
るためにも，協議会ごとにどのような地域や暮らしを目
指しているかを念頭に手引きの作成や見直しが求められ
るものといえる。
　今後の課題としては，居住支援における相談支援がよ
り効果的に発揮されるような手引きの作成の意義を見出
すことと，そもそも居住支援における相談支援の枠組み
とは何かを構築することである。なかでも株式会社や社
会福祉法人，NPO法人など様々な実施主体から構成され
ている居住支援法人の相談支援にかかわる視点は多様で
ある可能性が高いことからも，居住支援法人を対象にア
ンケート調査とインタビュー調査を通じて，相談支援の
質の担保を試みる取り組みを追究していきたい。

註

1） わが国では，「ホームレスの自立の支援等に関する特
別措置法（ホームレス自立支援法）」（2002年成立・
施行）において，「『ホームレス』とは，都市公園，
河川，道路，駅舎その他の施設を故なく起居の場所
とし，日常生活を営んでいる者」（第2条）と規定し
ている。

2） 他にも，矯正施設退所者や DV被害者，LGBTQな
ども支援の対象となっている。

3） 2025（令和 7）年 6月末時点で，全国には 1,064 の
居住支援法人が設立されている。
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